
 

 

 

 

 

第 17期 

 
計  算  書  類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸 借 対 照 表 

損 益 計 算 書 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

個 別 注 記 表 

 

 

 

三井不動産レジデンシャル株式会社 
 

 

 

2 0 2 1 年 4 月  1 日から 

2 0 2 2 年 3 月 3 1 日まで 



                                        １ 

貸 借 対 照 表 

（金額単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 775,913 流 動 負 債 458,156 

現 金 及 び 預 金 24 買 掛 金 32,777 

短 期 寄 託 金 3,557 短 期 借 入 金 334,400 

売 掛 金 3,932 未 払 金 8,191 

販 売 用 不 動 産 205,586 未 払 費 用 2,352 

仕 掛 販 売 用 不 動 産 326,679 未 払 法 人 税 等 4,667 

開 発 用 土 地 152,280 契 約 負 債 61,993 

前 渡 金 14,982 預 り 金 13,773 

前 払 費 用 855 そ の 他 0 

未 収 金 745 固 定 負 債 324,428 

そ の 他 67,287 長 期 借 入 金 304,000 

貸 倒 引 当 金 △17 預 り 敷 金 ･ 保 証 金 3,185 

固 定 資 産 165,278 再評価に係る繰延税金負債 △15 

有 形 固 定 資 産 92,381 退 職 給 付 引 当 金 61 

建         物 37,978 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 13 

構 築 物 3,519 そ の 他 17,183 

機 械 及 び 装 置 245 負  債  合  計 782,584 

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 1,184 純 資 産 の 部 

土 地 38,988 株 主 資 本 154,197 

建 設 仮 勘 定 10,465 資 本 金 40,000 

無 形 固 定 資 産 1,637 資 本 剰 余 金 10,000 

借 地 権 828  資 本 準 備 金 10,000 

ソ フ ト ウ ェ ア 671 利 益 剰 余 金 104,197 

そ の 他 138 そ の 他 利 益 剰 余 金 104,197 

投 資 そ の 他 の 資 産 71,259 繰 越 利 益 剰 余 金 104,197 

投  資  有  価  証  券 10,708 評 価 ・ 換 算 差 額 等 4,410 

関 係 会 社 株 式 22,188 その他有価証券評価差額金 4,444 

差 入 敷 金 ･ 保 証 金 4,213 土 地 再 評 価 差 額 金 △34 

関 係 会 社 出 資 金 1,555 純 資 産 合 計 158,608 

繰 延 税 金 資 産 4,834   

そ の 他 27,793   

貸 倒 引 当 金 △34   

資 産 合 計 941,192 負 債 ･ 純 資 産 合 計 941,192 

2022 年 3 月 31 日 現在 
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損 益 計 算 書 

 

（金額単位：百万円） 

 

 

 

科    目 金   額 

売 上 高  355,326  

売 上 原 価  290,843 

売 上 総 利 益  64,483  

販売費及び一般管理費  23,155 

営 業 利 益  41,328  

営 業 外 収 益   

受取利息及び配当金 4,763  

そ の 他 238  5,001 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 2,528  

そ の 他 1,686 4,215  

経 常 利 益  42,114 

税引前当期純利益  42,114  

法人税、住民税及び事業税 11,308   

法 人 税 等 調 整 額 201  11,509 

当 期 純 利 益  30,605  

自 2021 年 4 月 1 日 

至 2022 年 3 月 31 日 
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株主資本等変動計算書 

 

（金額単位：百万円） 

 

株 主 資 本 

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

株主資本 

合 計 資 本 

準備金 

資本剰余金 

合 計 

その他利益

剰 余 金 利益剰余金 

合 計 繰越利益 

剰 余 金 

2021 年 4 月 1 日期首残高 40,000 10,000 10,000 98,951 98,951 148,951 

当期変動額       

剰余金の配当    △25,400 △25,400 △25,400 

当期純利益    30,605 30,605 30,605 

土地再評価差額金の取崩    40 40 40 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）       

当期変動額合計 － － － 5,245 5,245 5,245 

2022 年 3 月 31 日期末残高 40,000 10,000 10,000 104,197 104,197 154,197 

 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 その他有価証券

評 価 差 額 金 

土地再評価 

差 額 金 

評価・換算 

差額等合計 

2021 年 4 月 1 日期首残高 4,145 6 4,152 153,103 

当期変動額     

剰余金の配当    △25,400 

当期純利益    30,605 

土地再評価差額金の取崩    40 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 299 △40 258 258 

当期変動額合計 299 △40 258 5,504 

2022 年 3 月 31 日期末残高 4,444 △34 4,410 158,608 

 

自 2021 年 4 月 1 日 

至 2022 年 3 月 31 日 
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個別注記表 

 
〔重要な会計方針〕 

1．資産の評価基準および評価方法 

(1)有価証券の評価基準および評価方法 

満期保有目的の債券 ･･･  償却原価法 

子会社及び関連会社株式 ･･･  移動平均法による原価法 

その他有価証券   

市場価格のない株式等以外のもの ･･･ 時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 ･･･  移動平均法による原価法 

 

(2)棚卸資産の評価基準および評価方法 

個別法による原価法 

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定。なお、正味売

却価額は個別物件ごとに売価及び開発・販売にかかるコストを見積ることにより算定。） 

 

2．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

 

 

  

建物 ･･･ 定額法 

ただし、会社分割により承継した一部の資産については定

率法によっている。 

その他の有形固定資産 ･･･ 定率法 

ただし、2016年 4月 1日以降取得の建物付属設備・構築物

については定額法によっている。 

 ･･･ 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における見込

利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用している。 
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3．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 ･･･ 売掛金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

(2)退職給付引当金 ･･･ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込み額に基づき計上している。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま

での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ

ている。 

②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により按

分した額を発生の翌事業年度から費用処理することとしてい

る。過去勤務費用は、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により按

分した額を発生事業年度から費用処理することとしている。 

(3)役員退職慰労引当金 ･･･ 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末退職

慰労金要支給額を計上している。 

 

4.収益及び費用の計上基準 

分譲事業における取引は顧客との不動産売買契約に基づき当該物件の引渡しを行う義務

を負っている。当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該

引渡時点において収益を計上している。 

 

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 

 

6．消費税等の会計処理 

控除対象外消費税等は、固定資産等に係るものは「投資その他の資産」の「その他」に

計上し（5年償却）、それ以外は発生年度の期間費用としている。 
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〔貸借対照表に関する注記〕 

1．有形固定資産の減価償却累計額 7,860百万円 

 

2．偶発債務 

当社が分譲した横浜市所在のマンション（以下、「当マンション」とする。）におい

て、基礎部分となる杭の一部の不具合が推定されていたが、2016年 4月 11日に当社は、

施工会社である三井住友建設株式会社から、現況調査として杭の一部が支持層に未達で

ある旨の報告書を受領した。また、2016年 8月 26日、当社は、横浜市から当マンション

が建築基準法に違反していること、および当該違反の是正措置について当マンションの

区分所有者と協議を行い、責任を持って解決にあたることを求める旨の通知書を受領し

た。 

当社は、2016 年 5 月 8日、当マンションの管理組合との間において、杭の不具合に起

因する当マンションの建替えを含めたいくつかの是正方法および補償に関する方針、並

びに当該事象にかかる費用を当社が負担する旨の合意書（以下、「合意書」とする。）を

締結した。また、当マンションの管理組合は、2016年 9月 19日、是正方法として建物の

区分所有等に関する法律に基づく決議を行い、全棟建替えを行うことを決定し、2021 年

2月 25日に建替え工事が完了した。 

当マンションについては、施工会社である三井住友建設株式会社より杭施工時に施工

記録のデータの転用・加筆等が行われたとの報告書を受領し、また、杭の一部が支持層に

未達であること、当マンションが建築基準法違反であることが確認されている。このた

め、当社は、上記合意書に基づく当マンションの建替え費用、建物工事期間中の仮住まい

費用等発生費用のすべてについて、施工会社である三井住友建設株式会社並びに杭施工

を行った株式会社日立ハイテクノロジーズおよび旭化成建材株式会社に対し、不法行為

責任、瑕疵担保責任等に基づき求償することとしていた。当社は、2017年 11 月 28 日、

この求償方針に従って損害賠償を上記 3 社に請求する訴訟を提起した。請求金額は当期

末で約 509 億円となる。なお、上記発生費用のうち、当社が当事業年度末までに仮払い

した金額については、当社貸借対照表の流動資産に計上している。 

今後、当該事象の進捗状況によっては、当社の業績に影響が生じる可能性があるが、現

時点ではその影響額を合理的に見積ることは困難な状況にある。 

 

 

 

 

3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 3,896百万円 

長期金銭債権 1,635百万円 

短期金銭債務 339,169百万円 

長期金銭債務 304,320百万円 
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4．土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成 10年 3月 31日公布法律第 34号）および最終改正（平

成 13年 6月 29日公布法律第 94号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額に

ついては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債

の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上し

ている。 

なお、再評価は、分割会社である三井不動産株式会社にて行い、2006年度において当

社への吸収分割により分割対象資産として受け入れたものである。 

再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令（平成 10年 3月 31日公布政令第 119

号）第 2条第 5号に定める不動産鑑定士または不動産鑑定士補による鑑

定評価により算定 

再評価を行った年月日  2002年 3月 31日 

 

5．短期寄託金 

期末日時点の余剰資金については、三井不動産グループの関係会社預り金制度に基づ

き、親会社である三井不動産株式会社に寄託しており、貸借対照表上「短期寄託金」と

して表示している。 

 

〔税効果会計に関する注記〕 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

販売用不動産等評価損損金不算入額  1,962百万円 

棚卸資産償却費  2,373百万円 

未払賞与損金不算入額  725百万円 

退職給付引当金  18百万円 

その他  1,928百万円 

繰延税金資産計  7,008百万円 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  1,955百万円 

その他  218百万円 

繰延税金負債計  2,173百万円 

繰延税金資産の純額  4,834百万円 

 

 

〔1株当たり情報に関する注記〕 

1． 1株当たり純資産額  105,738円 81銭 

2． 1株当たり当期純利益     20,403円 50銭 

 


